
(02B) 経過措置 特例事業主・・・新型コロナウイルス感染症の影響により休業等を実施する事業主で、令和2年１月24日から令和４年11月３０日までの間に初日がある判定基礎期間に行われる休業等を実施した事業主

経過措置期間中の要件について
設問番号 設問

02Bｰ01
令和4年11月で雇用調整助成金の特例措置が終了すると聞きました。12月から雇用調整助成金がもらえなくなるの
ですか。

○

○

○

新型コロナウイルス感染症の影響により休業及び教育訓練を実施する事業主で、令和2年１月24日から令和４年11月３０日までの間に初日がある
判定基礎期間に行われる休業等を実施し、雇用調整助成金のコロナ特例を利用した事業主を対象に令和４年12月１日から令和５年３月31日まで
の間を経過措置期間とし、助成率など（※１）を除きコロナ特例と同様の取扱いとなります。
※１　支給限度日数100日

また、特例措置の終了に伴い、地域特例及び業況特例は廃止されますが、特に業況が厳しい事業主（※２）が令和４年12月１日から令和５年１月
31日までの間に判定基礎期間の初日がある休業等を行った場合、日額上限額の引き上げ（9,000円）、解雇等を行わない場合の助成率の引き上
げ（大企業2/3、中小企業9/10)が行われます。

※２　判定基礎期間の初日が属する月から遡った3か月間（直近の生産指標（売上等）が算出できない等の事情により、この期間の生産指標（売上
等）を記入できない場合は、当該判定基礎期間の初日が属する月の前月から遡って３か月間）の生産指標（売上等）の平均値が、前年、前々年又
は３年前同期と比べ、３０％以上減少した全国の事業主が対象となります。（※比較に用いる月は、①雇用保険適用事業所設置後であって、②労
働者を雇用している場合（緊急雇用安定助成金は②のみ）に限ります。）

なお、コロナ特例の利用実績がない事業主は、通常の雇用調整助成金の活用が可能です。新たに新型コロナウイルス感染症の影響に伴い事業活
動の縮小を余儀なくされた事業主は、令和４年12月１日から令和５年３月31までは、一部取扱い（※３）が緩和されます。
※３　短時間一斉休業要件の緩和、残業相殺不要、休業等実施計画届の提出不要

02Bｰ02 経過措置期間中、これまで新型コロナウイルス感染症に伴う特例としていた措置は、すべて適用されますか。

○ 一部（※１）を除き以下のものが適用されます。

　①生産指標要件の緩和（3ヶ月10％以上低下→１ヶ月5％以上低下。ただし、対象期間の初日が令和４年10月１日～令和４年11月30日までの間にある事業主は、１ヶ月10％以上低
下）
　②雇用量要件の撤廃
　③雇用調整助成金の連続使用を不可とする要件（クーリング期間）の撤廃
　④雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成の対象に含める（緊急雇用安定助成金）
　⑤被保険者期間要件の撤廃（継続して雇用された期間が6ヶ月未満の者も対象とする）
　⑥特に業況の厳しい事業主に対する特例
　⑦教育訓練の加算額を2,400円(中小企業)、1,800円(大企業)とする(従前1,200円)
　⑧過去の受給日数に関わらず支給限度日数（100日）まで受給可能

　⑨事業所設置後1年未満の事業所についても助成対象とする。
　⑩短時間一斉休業の要件の緩和
　⑪自宅での教育訓練等を可能とする
　⑫残業相殺は行わない
　⑬半日教育訓練と半日就業を可能とする
　⑭休業等規模要件の緩和（大企業1/30、中小企業1/40（従前は大企業1/15、中小企業1/20））
　⑮風俗関連事業者も限定なく対象とする
　⑯生産指標要件の判断期間の弾力化
　⑰労働保険料の滞納に係る不支給要件は適用しないこととする
　⑱労働関係法令違反に係る不支給要件は適用しないこととする
　⑲休業等実施計画届の提出を不要とする

※１　対象期間中の支給限度日数は通常制度と同様の100日となります（ただし、対象期間の初日が令和２年１月24日から令和４年３月31日まで
の間にある特例事業主については、対象期間が令和５年3月31日まで延長され、当該対象期間内の支給限度日数は100日となります）。

02Bｰ03 経過措置は、雇用調整助成金だけでなく緊急雇用安定助成金も対象になりますか。

○ 対象となります。ただし、令和２年１月24日から令和４年11月30日までの間に初日がある判定基礎期間において雇用調整助成金のコロナ特例を利
用した場合は、雇用調整助成金の経過措置を利用でき、令和２年２月28日から令和４年11月30日までの間に判定基礎期間の初日がある緊急雇
用安定助成金を利用した場合は緊急雇用安定助成金の経過措置を利用できます。

02Bｰ04 経過措置において、助成率や上限額に引き上げはありますか。

○ 特に業況が厳しい事業主（※）を対象に令和４年12月１日から令和５年１月31日までの間に判定基礎期間の初日がある休業等については、日額上
限額の引き上げ（9,000円）、解雇等を行わない場合の助成率の引き上げ（大企業2/3、中小企業9/10)が行われます。
なお、その他、雇用調整助成金を受給するための要件もありますので、厚生労働省ホームページ又は労働局・ハローワークまでご確認ください。
※　直近３か月間の生産指標の月平均値が前年、前々年又は３年前同期に比べ30％以上減少している事業主

02Bｰ05 中小企業の助成率9/10の対象企業を教えてください。

○ 特に業況が厳しい事業主（※）、かつ、解雇等（解雇予告を含む。）を行わなず、雇用を維持している中小企業が対象となります。
※　直近３か月間の生産指標の月平均値が前年、前々年又は３年前同期に比べ30％以上減少している事業主
なお、その他、雇用調整助成金を受給するための要件もありますので、厚生労働省ホームページ又は労働局・ハローワークまでご確認ください。

02Bｰ06
賃金締切期間が令和５年1月中旬に始まるような場合（例：令和５年1月16日から令和5年２月15日）は、中小企業の
助成率最大9/10の対象になりますか。

○ 最大9/10となります。中小企業の助成率の拡充は、令和４年12月１日から令和５年１月31日までの間に判定基礎期間の初日がある休業等を１日
でも含む賃金締切期間（判定基礎期間）が対象です。
ただし、特に業況が厳しい事業主（※）に該当し、解雇等を行わず雇用を維持している中小企業が対象となります。

※　３か月間の生産指標の月平均値が前年、前々年又は３年前同期に比べ30％以上減少している事業主
なお、その他、雇用調整助成金を受給するための要件もありますので、厚生労働省ホームページ又は労働局・ハローワークまでご確認ください。

回答



(02B) 経過措置 特例事業主・・・新型コロナウイルス感染症の影響により休業等を実施する事業主で、令和2年１月24日から令和４年11月３０日までの間に初日がある判定基礎期間に行われる休業等を実施した事業主

経過措置期間中の要件について
設問番号 設問 回答

02Bｰ07
すでに確定保険料申告書により支給決定され、雇用調整助成金が振り込まれましたが、これを取り下げ、「源泉所得
税」の納付書を用いて平均賃金額を改めて算定し、申請し直すことは可能でしょうか。

○ すでに支給決定されたものについては取り消すことはできません。まだ支給決定を受けていない判定基礎期間については、平均賃金額の算定根拠
となる賃金総額を令和３年度に係る賃金総額へ変更する前のものに限り、労働保険料の確定賃金から変更することは可能です。令和４年６月以降
に令和３年度に係る賃金総額へ変更した後は、源泉所得税の納付書へ変更することはできません。

02Bｰ08 経過措置でも出向の特例（出向期間の要件「３ヵ月以上１年以内」が「１ヵ月以上１年以内」）は適用されますか。
○ 令和2年4月1日から令和５年３月31日までの期間に開始する出向に適用されます（助成対象は対象期間の末日まで）。

02Bｰ09
不支給措置がとられている事業主でも、経過措置期間中に雇用調整助成金を申請できますか。申請に当たって留意
することはありますか。

○ 緊急対応期間及び経過措置期間の特例として、「雇用調整助成金を受給した期間（「本来の不支給措置期間」かつ「緊急対応期間及び経過措置
期間」中に設定し、助成を受けた判定基礎期間の累計日数）を、経過措置期間後から追加されることを承諾した場合は、本助成金を申請すること
ができます。令和５年３月31日までに実施した休業等が対象（設定できる休業等が、令和５年３月31日まで）となっているので、注意が必要です。詳
しくは厚生労働省のホームページ又は労働局・ハローワークまでご確認ください。

02Bｰ10 小規模事業主向けの特例措置は経過措置の対象になりますか。 ○ 小規模事業主向けの簡略化特例（休業手当支給実績での算出、簡易版様式）は経過措置の対象となります。

02B-11
新型コロナウイルス感染症にかかる特例措置では、緊急対応期間(令和２年４月１日～令和４年11月30日)に実施し
た休業等に係る日数は、支給限度日数100日とは別に利用可能でしたが、経過措置期間中の支給限度日数はどうな
りますか。

100日に、令和２年１月24日から令和４年11月30日までの期間中に判定基礎期間の初日がある休業等（当該休業等について助成金が支給され
るものに限る。）の実施日数を加えた日数となります。つまり、特例事業主は、経過措置期間中に開始される判定基礎期間の初日時点で、残日数が
100日となります。

02B-12
コロナ特例が始まる前に雇用調整助成金を受給し、支給残日数が１００日未満の場合、経過措置期間中の支給限度
日数はどうなりますか。残日数が支給限度日数になるのですか。

○ コロナ特例前の支給残日数に関わらず、経過措置期間（令和4年12月1日から令和５年３月31日）の支給限度日数100日は、経過措置対象となる
特例事業主に対して新たに付与されるものです。

02Bｰ13 経過措置期間中に生産量要件の確認はありますか。生産量要件はどうなりますか。 ○

対象期間の初日から１年を経過した後、かつ経過措置期間中に初日がある判定基礎期間において生産量要件の再確認を行います。
適用される要件は、前年同期比１ヶ月10％以上低下（令和元年から４年までのいずれかの年の同期又は過去１年のうち任意月との比
較でも可）となります。
また、特に業況が厳しい事業主に該当する場合は、判定基礎期間ごとに確認します。
適用される要件は、３か月間の生産指標の月平均値が前年、前々年又は３年前同期に比べ30％以上減少となります。

02Bｰ14 １２月以降の休業等から新たに雇用調整助成金を利用します。小規模様式の利用は可能ですか。 ○
小規模様式の利用はできません。通常の雇用調整助成金の様式をご利用ください。
小規模様式は、コロナ特例の利用実績があり経過措置の対象となる事業主に限り利用が可能です。

経過措置期間終了後の要件について
設問番号 設問

02Bｰ15 経過措置終了後、クーリング期間など特例で撤廃・緩和された取扱いは適用されますか。 ○

【クーリング期間について】
令和５年４月１日以降、特例事業主に適用されるクーリング期間は、特例事業主としての対象期間中に実施した最後の休業等実施日
を含む判定基礎期間の末日（助成金が支給されたものに限る）の翌日から1年間がクーリング期間となります。クーリング期間後は、通
常の雇用調整助成金の制度が利用できます。
例えば、特例事業主としての最後に申請し支給を受けた判定基礎期間の末日が令和４年5月31日であった場合、クーリング期間は令
和４年６月１日から令和５年５月31日までとなり、支給要件を満たせば、令和５年6月１日以降の判定基礎期間について雇用調整助成
金を再度受給することができます。

【引き続き緩和される要件について】
・特例事業主であったか否かにかかわらず、令和５年４月1日以降を初日とする判定基礎期間より、短時間休業の要件緩和（1時間以
上実施するものであれば、対象労働者全員に一斉に実施するものでなくてもよい）を継続します。
・特例事業主であったか否かにかかわらず、令和５年４月1日以降を初日とする判定基礎期間より、教育訓練の要件緩和（午前中に教
育訓練、午後から教育訓練以外の業務を行うなど、教育訓練を実施した日の業務実施を可能とする）を継続します。
・特例事業主であったか否かにかからわず、令和５年４月1日から令和５年６月30日までの間を初日とする判定基礎期間に限り、計画
届の提出を不要とします。
・特例事業主であったか否かにかからわず、令和５年４月1日から令和５年６月30日までの間を初日とする判定基礎期間に限り、残業
相殺は行いません。
・特例事業主であったか否かにかかわらず、令和５年４月１日以降を初日とする判定基礎期間より、当面の間、風俗関連事業者であっ
ても助成対象となります。

回答



(02B) 経過措置 特例事業主・・・新型コロナウイルス感染症の影響により休業等を実施する事業主で、令和2年１月24日から令和４年11月３０日までの間に初日がある判定基礎期間に行われる休業等を実施した事業主

経過措置期間中の要件について
設問番号 設問 回答

02Bｰ16
経過措置期間が令和５年３月31日までで終了すると聞きました。経過措置期間中も支給を受けています
が、いつまでの休業や教育訓練について助成を受けられるのですか。

○

令和５年３月31日時点で対象期間が1年以上経過しているか否かにより、申請可能な期間が変わります。
※特例事業主としての対象期間初日（最初に受給した判定基礎期間の初日）が令和４年４月1日以前である場合、令和５年３月31日
時点で対象期間が1年以上が経過しています

【令和５年３月31日時点で、対象期間が1年以上経過している】
令和５年３月31日までが助成対象となり、最後の判定基礎期間末日は賃金締め切り日に関わらず令和５年３月31日となります。

例：賃金締め切り日20日の場合の最後の判定基礎期間
判定基礎期間(令和５年３月21日～令和５年３月31日）、又はその直前の判定基礎期間と併せて判定基礎期間（令和５年２月21日
～令和５年３月31日）

【令和５年３月31日時点で、対象期間が1年未満である】
判定基礎期間の初日が令和５年３月までの申請では、経過措置による支給が受けられます。判定基礎期間初日が令和５年４月１日
以降の申請より通常制度が適用となり、初回の申請で生産量要件（注１）及び雇用量要件（注２）を確認し、支給要件を満たせば対象
期間初日から1年間は受給することが出来ます。
注１　売上高又は生産量等の事業活動を示す指標について、3か月間の月平均値が前年同期（雇用保険適用事業所設置後であっ
て、労働者を雇用している場合に限る。）に比べて10％以上減少していること
注２　雇用保険被保険者数及び受け入れている派遣労働者数による雇用量を示す指標について、最近３か月間の月平均値が前年
同期（注１と同）に比べて、中小企業の場合は10％を超えてかつ4人以上、中小企業以外の場合は5％を超えてかつ6人以上増加して
いないこと

例：賃金締め切り日20日の場合
判定基礎期間（令和５年３月21日～令和５年４月20日）までは経過措置の要件が適用され、判定基礎期間（令和５年４月21日～令
和５年５月21日）から通常制度が適用（生産量要件、雇用量要件を確認）

02Bｰ17
令和５年３月31日時点で対象期間が1年未満です。令和５年４月1日以降を初日とする判定基礎期間を申
請する場合、生産量要件や雇用量要件を確認すると思いますが具体的にどの期間の売上高などを確認す
るのでしょうか。

○

判定基礎期間初日が令和５年４月1日から令和５年６月30日までの間にある場合、計画届の省略が出来るため、計画届を省略した場
合の確認は次のいずれかにより行います。

方法１：判定基礎期間初日が属する月から遡った３か月間と、その前年同期
方法2：判定基礎期間初日が属する月の前月から遡った３か月間と、その前年同期

賃金締め切り日20日で、令和５年４月21日～令和５年５月20日の判定基礎期間を申請する場合の比較方法は次のとおりです。

方法1：令和５年２月～令和５年４月と、令和４年２月～令和４年４月の生産指標、雇用量比較
又は
方法2：令和５年１月～令和５年３月と、令和４年１月～令和４年３月の生産指標、雇用量比較

02Bｰ18
令和５年４月1日以降を初日とする判定基礎期間で生産指標などを確認する場合、コロナ期前との比較は
出来るのでしょうか。

○
できません。一律に前年同期との比較となります。事業立ち上げから間もない等により、その前年同期において雇用保険適用事業所で
はない場合、生産量要件は満たしていないことになります。



(02B) 経過措置 特例事業主・・・新型コロナウイルス感染症の影響により休業等を実施する事業主で、令和2年１月24日から令和４年11月３０日までの間に初日がある判定基礎期間に行われる休業等を実施した事業主

経過措置期間中の要件について
設問番号 設問 回答

02Bｰ19
令和５年３月31日時点で対象期間が1年未満です。経過措置期間から残日数100日の計算が始まりました
が、令和５年４月1日以降はどうなるのでしょうか。

○
令和５年４月1日以降の判定基礎期間では、経過措置期間中に、100日から差し引いた残日数分支給を受けることが出来ます。令和
５年３月までを初日とする判定基礎期間までで残日数が50日となった場合、令和５年４月1日以降の判定基礎期間では残日数50日
の範囲で支給を受けることが出来ます。


